
市立札幌平岸高等学校 

いじめ防止基本方針＜改定版＞ 
 
１．基本理念 

  いじめは、いじめを受けた子どもの権利を著しく侵害し、その心身の健全な成長及び人格の形成に重大な影響を与え
るのみならず、その生命又は身体に重大な危険を生じさせるおそれがあるものである。 
  全ての生徒に関係する問題であるいじめの防止等の対策は、生徒が安心・安全に生活を送り、様々な活動に取り組む
ことができるよう、学校の内外を問わず、いじめが行われなくなることを目指さなければならない。 
  また、全ての生徒がいじめに向かったり、見過ごしたりしないよう、いじめの防止対策は、いじめが、被害生徒の心
身に深刻な影響を及ぼす行為であることを十分に理解することを目指さなければならない。 
  加えて、いじめ防止等の対策は、子どもの尊厳を保持する目的のため、学校、地域住民、家庭その他の関係者と連携
の下、いじめの問題の克服に向けて取り組まなければならない。 
  そして「札幌市子どもの最善の利益を実現するための権利条例（平成２０年１１月７日制定）により、子どもにとっ
て大切な権利を定め、いじめの防止を含め、広く子どもの権利を保障し、子どもの権利の侵害からの救済などの施策を
推進しなければならない。 

 
２．基本方針の策定の意義・目的 

  いじめ問題への対応は、社会における最重要課題の一つであり、これまでも、生徒の社会性をはぐくむ教育と併せ
て、いじめを把握したら、対応チームを組織し、指導方針を共通理解の上で、役割分担し迅速な対応を進めてきた。 

  しかしながら、全国的には未だ、いじめを背景として、自殺や殺人などの重大な事案が発生している。いじめから一
人でも多くの生徒を救うためには、生徒を取り囲む大人一人ひとりが「いじめはどの生徒にも、どの学校でも、起こり
うる」「いじめは絶対に許されない」「いじめられた生徒を絶対に守り通す」との意識を持ち、学校、家庭、地域社会
がそれぞれの役割を自覚しなければならない。 

 
３．定義 
 ①（いじめ防止対策推進法 第２条） 

「いじめ」とは、児童等に対して、当該児童等が在籍する学校に在籍している等当該児童等と一定の人的関係にある
他の児童等が行う心理的又は物理的な影響を与える行為（インターネットを通じて行われるものを含む。）であって、
当該行為の対象となった児童等が心身の苦痛を感じているものをいう。 

  ②（具体的な態様） 
・ひやかしやからかい、悪口や脅し文句、嫌なことを言われる。 
・仲間はずれ、集団による無視をされる。 
・軽くぶつかられたり、遊ぶふりをして叩かれたり、蹴られたりする。 
・ひどくぶつかられたり、叩かれたり、蹴られたりする。 
・金品をたかられる。 
・金品を隠されたり、盗まれたり、壊されたり、捨てられたりする。 
・嫌なことや恥ずかしいこと、危険なことをされたり、させられたりする。 
・パソコンや携帯電話・スマートフォン等で、誹謗中傷や嫌なことをされる 等。 

 これらの「いじめ」の中には、犯罪行為にあたると認められ、早期に警察に相談することが重要なものや、生徒の生
命、身体又は財産に重大な被害が生じるような、直ちに警察に通報することが重要なものが含まれる。これらについて
は、教育的配慮や被害者の意向を踏まえ、早期に警察と連携した対応を取ることもある。 

 
４．未然防止 

  全ての生徒をいじめに向かわせることなく、心の通う対人関係を築ける社会人へとはぐくみ、いじめを生まない土壌
をつくる。そのためには、生徒の教育に携わる大人（教職員・保護者・地域住民等）は最大限の力を結集し、連携して、
その未然防止に努めることが重要である。 

  具体的には、豊かな心をはぐくむため、学校教育活動全体を通じて道徳的教育を充実させ、生徒が助け合い支え合う
ＨＲ活動や人間関係調整力を高める活動（ピアサポートなど）を推進し、生徒の自己肯定感、自己有用感をはぐくむ。 
 教職員は、生徒指導資料「いじめ問題への対応」等、いじめ問題についての理解及び適切な対応等について周知する。
保護者（地域住民を含む）には、いじめ防止啓発資料等を配布し、生徒達がいじめ問題への対応の仕方や、自己肯定感・
自己有用感を高める意識を待てるように、大人としての関わりを持っていただく。 

  さらに、「子どもの命の大切さを見つめ直す月間」（毎年８月末から９月末）では、生徒に対して命を大切にする指
導や教育相談等を実施する。家庭や地域と連携して、生徒に命の大切さを伝えたり、生徒を見守ったりする。 

 また、インターネット上に誹謗中傷を書き込むなどの行為は、取り返しのつかないことになることや、犯罪行為につ



ながる可能性があることなど、ネット上のいじめ防止に係る指導を行う。 

 
５．早期発見・早期対応 
   ①「悩みやいじめに関するアンケート調査」（札幌市教育委員会実施） 

 全生徒を対象として、実態をより的確に把握し、いじめ問題の早期発見・早期対策に資する目的で、毎年11月に実
施する。必要に応じて、面談を実施する。 

   ②教育相談体制の確立 
 スクールカウンセラー及びスクールソーシャルワーカーを活用した教育相談体制の構築。入室しやすい相談室での

相談体制。 

   ③インターネットを通じて行われるいじめに関する事案への対処 
教科「情報」で、情報モラル教育の充実を図り、学校教育活動全体を通じて道徳的な教育活動を行い、豊かな心をは

ぐくむように努める。 

パソコン、携帯電話、スマートフォン等からインターネットの掲示板等への誹謗中傷等の書込みなど、早期対応が必
要ないじめの事案に対処するため、教育委員会が行う専門業者によるネットパトロールの情報を共有して連携する。 

また、生徒からの情報提供がしやすい（相談しやすい）関係を構築する。 

   ④教職員が積極的に認知する 
生徒の発する小さなサイン（些細な兆候）や不安や悩みに、いち早く気が付くように、日常的な生徒観察や声かけ等

の関わりを積極的に行う。生徒が「大丈夫」というような疑いを否定するような反応であっても、他の教職員と情報交
換して、学校全体の情報として共通理解に努める。 

６．学校いじめ対策組織 
 （１）「いじめ」対策のため「いじめ防止対策委員会」を設置する。 
 （２）委員長は校長とし、委員構成は、副校長・教頭・生徒支援部長・健康安全支援部長・学年主任・養護教諭、スク

ールカウンセラー、スクールソーシャルワーカー、その他関係の教職員。必要に応じて弁護士、医師、警察官経
験者、教育学者などの外部専門家等や地域の関係者の協力を仰ぐ。 

 （３）いじめの疑いを把握した場合、「いじめ防止対策委員会」で速やかに対応する必要があることから、構成員全員
がそろわない場合でも、出席可能な構成員のみで会議を開催することとする。 

（４）構成員がやむを得ず会議に参加できない場合には、会議日以外に個別に意見を求める。 
（５） 学校いじめ対策組織の定例会議を月１回開催し、いじめの認知や解消の件数及び認知した個別の対応状況を確認

する。 

（６）いじめに係るアンケート実施後に、アンケート結果や面談等の内容について検討するために、会議を開催する。 

（７）会議録を作成し、校長の決裁を得る。また、個別の対応状況については、会議録とは別に記録を作成する。 

 

７. いじめの見逃しや一部の教職員による抱え込みを防ぐための取組 

（１）「いじめ見逃しゼロ」を徹底するために、認知及び解消については、担任などの個人に委ねず、学校いじめ対策
組織で判断することを徹底する。 

（２）国の方針で定められている、いじめの解消の目安である３か月に至るまでの間、教職員による見守りを実施する
とともに、被害生徒及び保護者との面談等を通じて、心身に苦痛を感じていないかを継続的に確認する。加えて、
加害生徒の保護者に対しても、学校における状況等を共有し、保護者と連携して指導と見守りを行う。 

（３）いじめの解消の判断は、事案対処後３か月を目途として、被害生徒及び保護者との面談等による確認の結果を踏
まえて、学校いじめ対策組織において行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）複数の教職員がそれぞれ集めたいじめに関する情報は、ＩＣＴも活用し、学校いじめ対策組織において集約と共
有を図る。また、アンケートの結果など過年度の情報も含め、生徒ごとに個別に情報をまとめるなどして、経年
的に把握できるようにする。 

 

８．重大事態への対処 
  学校は、いじめの重大事態に対処し、同種の事態の発生防止に資するため、速やかに適切な方法で事実関係を調査

いじめが解消している状態とは、少なくとも次の二つの要件が満たされている必要がある。 

① 被害者に対する心理的又は物理的な影響を与える行為（インターネットを通じて行われるものを含む。）が止
んでいる状態が、少なくとも３か月以上継続していること。ただし、この期間は、いじめの被害の重大性等を
考慮し、学校の設置者又は、学校いじめ対策組織の判断により、より長期の期間を設定するものとする。 

② 被害児童生徒が、いじめの行為により心身の苦痛を感じていないと認められること。被害児童生徒本人及びそ
の保護者に対し、心身の苦痛を感じていないかどうかを面談等により確認する。 

【国のいじめの防止等のための基本的な方針 最終改定 平成29年３月14日 P30～31】 



し、適切な指導を行うため、関係機関（教育委員会・議会・市長・警察等を含む）と連携する。 

（１）重大事態とは以下の通りである（国の「いじめの防止等のための基本的な指針」より） 

   ①児童等の生命、心身又は財産に重大な被害が生じた疑いがあると認めるときは、次のようなケースが想定される。 
        ・児童生徒が自殺を企図した場合 
        ・身体に重大な傷害を負った場合 
        ・金品等に重大な被害を被った場合 
        ・精神性の疾患を発症した場合 
      ②いじめにより児童等が相当の期間、学校を欠席することを余儀なくされている疑いがあると認めるとき。相当の

期間については、不登校の定義を踏まえ年間３０日を目安とする。 
（２）学校が重大事態と判断した場合、教育委員会に報告するとともに、教育委員会が設置する重大事態調査のための

組織に協力する。 
 
９．取組の評価について 
（１）学校いじめ防止基本方針に基づく取組の成果検証を行うために、学校評価の評価項目にいじめの防止等の取組に

関する項目を位置付ける。 

（２）学校評価において目標の達成状況等を評価し、取組の改善につなげる。 

 
 
附 則 
 
  １．この「いじめ防止基本方針」は、平成２７年８月３１日から施行する。 
 
  ２．この「いじめ防止基本方針」の内容等に改正が必要な場合は、いじめ対策防止委員会で原案を作成し、職員会議で審

議し、校長が決定する。 
 

  ３． この「いじめ防止基本方針＜改定版＞」は、令和６年４月１日から施行する。 

 

 

 



日常の指導体制（未然防止・早期発見） 
 

 管  理  職  

  
・「学校いじめ防止基本方針」     ・いじめを許さない姿勢 

・情報共有しやすい職場環境      ・保護者・地域との連携 

 

                                               ↓↑ 

 
いじめ防止対策委員会 

                          

    結果報告     

                                                          
  ・学校いじめ防止基本方針作成・見直し 

  ・校内研修会の企画・立案 

  ・調査結果、報告等の情報の整理・分析 

  ・いじめが疑われる案件の事実確認・判断 

  ・要配慮生徒への支援方針 

  ・その他必要と思われる事  等 

 

← 

→ 

 

・教育委員会 

                                           

 緊急対応       

 ・いじめ防止対策委員会   

 

 
未然防止  ↓↑ 早期発見 ↓↑ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．学習指導の充実 

  ・学びに向かう集団づくり 

 ・意欲的に取り組む授業づくり 

 

２．特別活動、道徳的教育の充実 

  ・ホームルーム活動の充実 

  ・ボランティア活動の充実 

 

３．教育相談の充実 

  ・面談の定期開催 

 

４．人権教育の充実 

  ・人権意識の高揚 

  ・講演会等の開催 

  ・「生徒指導部だより」による啓発 

 

５．情報教育の充実 

 

６．保護者・地域との連携 

  ・学校いじめ防止基本方針等の周知  

  ・学校公開等の実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

← 

→ 

 

 

 

 

 

１．情報の収集 

  ・教員の観察による気付き 

 ・養護教諭からの情報 

 ・相談・訴え（生徒・保護者・地域等） 

 ・アンケートの実施 

 ・各種調査の実施 

 ・面談の定期開催 

 

２．相談体制の確立 

  ・相談窓口の設置・周知 

 

３．情報の共有 

  ・報告経路の明示、報告の徹底 

  ・職員会議等での情報共有 

  ・要配慮生徒の実態把握 

  ・進級時の引継ぎ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 



重大事態・緊急事態時の組織対応 
 

 

            ↓ 

                     ⇄      ⇄ 

↓ 

 

 

 

 

 

 

                                             ・情報の共有 

   ⇄                                     

                                 ・教育委員会 

 

 

                                            

 

                                                                                                                

                                             ・指導・支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

いじめ認知 

生徒指導部長 校 長 教頭・副校長 

 

1. 構成メンバー 

・校長・副校長・教頭・生徒支援部長・健康安全支援部長・学年主

任・養護教諭・スクールカウンセラー・スクールソーシャルワー

カーそ、の他関係の教職員、必要に応じて・弁護士・医師・警察

官経験者・教育学者などの外部専門家、地域の関係者・ 

2. いじめ認知報告 

3. 調査方針・方法等の決定 

① 目的・優先順位・担当者・期日 等 

調査・事実関係の把握    報告 →    

4. 指導方針の決定、指導体制の確立  

 ①指導・支援の対象と具体的な手立て  

・該当者(被害生徒・保護者、加害生徒・保護者)※特別指導対象者  

・関係者（観衆・傍観者）※指導対象者  

・全 体（全体、学年、クラス） 

いじめ解決への指導・支援        →      

継続指導・経過観察 

5. 事態収束の判断  

①被害生徒がいじめの解消を自覚し、該当者・ 関係者との関係が良好

となっている。  

②全体が安全安心で被害者の居場所が確実にある。 

いじめ防止対策委員会の設置 

保護者 

職員会議 

重大事態 

・教育委員会 
・警察  等 

関係機関 

日常の指導体制の充実 収束 継続 いじめは解消したが、継続した
指導が必要 



いじめ事案発生時の対応 

 

 

 

 

 

 

 


